
１  予算執行の概況 

 平成 12 年度は，「第６次５か年計画」の総仕上げの年であるとともに，新世紀へ引き継

ぐ重要な年であることから，５か年計画の目標達成はもとより，市民生活の質的向上と市

域の均衡ある発展を図るため，地域経済の活性化に資する施策及び生活に密着した分野に

ついて，きめ細かな施策の推進を図るとともに，行政改革を一層強力に推進することを基

本に予算を編成した。 

 予算の執行にあたっては，常に最少の経費で最大の効果をあげることを念頭に，市民が

安全で快適な日常生活を送れるよう，道路，公園，下排水，廃棄物処理等の生活関連施設

の整備や，街路，土地区画整理等の都市基盤の整備を推進し，生活環境の充実に努めた。

また，保健・医療・福祉・環境・教育等の各分野についても，ハード・ソフトの両面にわ

たるきめ細かな施策の推進により，行政水準の維持向上と市民福祉の一層の増進に努めた。 

 この結果，一般会計の決算額は，歳入 3,472 億 1,620 万 5 千円，歳出 3,398 億 8,915 万 

6 千円となり，特別会計（企業会計の病院事業，下水道事業及び水道事業を除く。）16 会計

の決算額は，歳入 2,168 億 1,792 万 2 千円，歳出 2,123 億 9,222 万 3 千円で，一般会計及

び特別会計をあわせた決算額は，歳入 5,640 億 3,412 万 7 千円，歳出 5,522 億 8,137 万 9

千円となった。 

２  一般会計決算の概要 

 一般会計については，最終予算額 3,636 億 8,633 万 1 千円に対し，歳入決算額は，3,472

億 1,620 万 5 千円で，収入割合は 95.5%，歳出決算額は 3,398 億 8,915 万 6 千円で，支出

割合は 93.5%となった。 

 歳入歳出の差し引き額は 73 億 2,704 万 9 千円で，翌年度への繰越事業充当財源 32 億

3,430 万 6 千円を差し引いた実質収支額は，40 億 9,274 万 3 千円の黒字となった。 

 (1) 歳  入 

市   税 

  市税は，法人市民税が運輸通信業等の収益の伸びにより増となったが，個人市民税が個

人所得の減少により減となったこと，また，固定資産税が評価替えの影響により減となっ

たこと等から，市税全体の決算額は 1,690 億 8,571 万 7 千円となり，前年度に比べ，40 億

4,988 万 4 千円，2.3％の減となった。 

市   債 

 市債は，中央図書館・生涯学習センターの建設のほか，道路，公園，排水等の生活関連

施設を整備するための財源として，また，恒久的な減税による市民税の減収を補てんする

ための減税補てん債など，臨時的な地方債を有効に活用したが，中学校用地買収費の減な

どにより，492 億 4,020 万円の決算額となり，前年度に比べ，91 億 3,730 万円，15.7％の

減となった。 

国庫支出金 

 国庫支出金は，前年度に収入した介護保険料軽減分の介護円滑導入臨時特例交付金のほ



か，少子化対策臨時特例交付金が皆減となったことや，千葉中央港地区土地区画整理事業

の補償費が減少したことなどにより，347 億 7,801 万 1 千円の決算額となり，前年度に比

べ，76 億 1,806 万 6 千円，18.0％の減となった。 

 決算額の主なものは，生活保護費や保育所・障害者施設の措置等に係る民生関係の負担

金収入が 136 億 3,490 万 8 千円，新港横戸町線や磯辺茂呂町線等の街路整備，花島公園等

の公園整備，千葉中央港地区土地区画整理事業等に係る土木関係の補助金収入が 96 億

4,219 万円となっている。 

諸 収 入 

 諸収入は，街路整備事業受託事業費収入や中小企業資金融資預託金収入が増額となった

こと等により，決算額は，245 億 1,161 万円となり，前年度に比べ，17 億 1,108 万 9 千円，

7.5％の増となった。 

地方交付税 

 地方交付税は，社会福祉関係費や公債費などの基準財政需要額の増が，利子割交付金な

どの基準財政収入額の増を上回ったことから，決算額は，116 億 414 万円となり，前年度

に比べ，13 億 4,507 万 9 千円，13.1％の増となった。 

地方消費税交付金 

  地方消費税交付金は，県に納入された地方消費税の２分の１が市町村に交付されるが，

交付原資が増となったことから，決算額は，89 億 5,207 万 6 千円となり，前年度に比べ，

2億 7,143 万 2 千円，3.1％の増となった。 

使用料及び手数料 

  使用料及び手数料は，廃棄物処理手数料や市営住宅使用料のほか，管埋設占用料，戸籍

住民基本台帳手数料等の収入により，決算額は，80 億 4,236 万 7 千円となり，前年度に比

べ，4億 6,856 万円，6.2％の増となった。 

繰 越 金 

 繰越金は，平成11年度からの繰越事業に伴う繰越財源及び平成11年度の決算剰余金で，

決算額は，75 億 3,480 万 5 千円となり，前年度に比べ，20 億 2,981 万 6 千円，21.2％の減

となった。 

そ の 他 

  地方特例交付金は，市民税の恒久的な減税に伴う減収額の補てん措置として交付される

が，恒久的減税額の増により，決算額は，58 億 7,219 万 3 千円となり，前年度に比べ，14

億 8,306 万 2 千円，33.8％の増となった。 

  軽油引取税交付金は，交付原資の減により，決算額は 58 億 3,199 万 6 千円となり，前年

度に比べ，4億 8,100 万 1 千円，7.6％の減となった。 

  利子割交付金は，高利率の郵便貯金が満期を迎えたことにより，決算額は 38 億 3,796

万 8 千円となり，前年度に比べ，27 億 6,242 万 3 千円，256.8％の増となった。 

 (2) 歳  出  



土 木 費 

 土木費は，836 億 6,342 万 8 千円の決算額となり，構成比は 24.6％となっている。この

主なものは，次のとおりである。 

① 道路の整備については，市民生活に密着した市道の新設改良，舗装及び測溝の新設， 

改良を推進するとともに，安全で快適な歩行環境の向上を図るため，歩道をはじめとする

交通安全施設の整備を行った。また，国・県道の整備としては，国道 14 号及び 16 号の電

線類地中化を行ったほか，県道生実本納線他 10 路線の新設改良を推進した。 

 さらに，防災対策として，橋りょうの補強工事等を引き続き実施した。 

② 街路の整備については，交通の円滑化と安全を図るため，主要幹線道路として新港横 

戸町線他 5路線，幹線道路として幕張町弁天町線他 10 路線，補助幹線道路として東南部 6

号線他 3路線の整備を推進した。 

 また，新宿公園プロムナードの整備が完了した。 

③ 河川の整備については，勝田川等の改修を引き続き推進した。 

④ 排水対策については，浸水・冠水等の被害を解消するため，宇那谷調整池及び高田排 

水路等の整備に努めたほか，大高排水路等の用地買収を行った。 

⑤ 市街地再開発については，幕張駅南口地区において整備手法等の検討を進めるととも

に，西銀座地区において組合が実施する優良建築物等整備事業に補助した。また，魅力あ

る拠点づくりを推進するため，蘇我駅周辺及び臨海部について，「千葉市臨海部地域」都市・

居住環境整備基本計画を策定し，重点地域のうち，特に一体的かつ総合的に都市の再構築

を進めるべき地区を，特定地区（約 227ha）として指定した。 

⑥ 市内の都市交通の骨格として整備を進めている都市モノレールについては，供用区間 

の耐震補強工事を行うとともに，県庁前駅以遠については調査・設計を行い，事業認可を

取得した。 

⑦ 土地区画整理については，寒川第一地区，東幕張地区及び弁天地区において引き続き 

建物移転や換地設計等を行うとともに，千葉中央港地区の建物移転等を実施したほか，南

部蘇我地区・土気東地区等の土地区画整理組合に補助し，事業の促進に努めた。 

⑧ 都市公園の整備については，花島公園に地区コミュニティセンター機能をあわせ持つ 

公園センターの基本設計を行うとともに，市民に身近な公園として山王しののめ公園な 

どの整備を推進した。また，貝塚第 1，柏井第 1 などの都市緑地について施設整備及び用

地買収を行ったほか，椿森公園など既設公園の再整備を実施した。 

⑨ 公営住宅の整備については，西下田団地第 2工区が完成したほか，天台団地の建替に 

着手するとともに，貝塚第 2 団地（仮称）及び轟町第 3・第 4 団地の実施設計，星久喜町

第 2団地の基本設計等を行った。また，既設市営住宅改善として白旗団地の住戸改善を引

き続き推進するとともに，中堅所得者の住宅対策を推進するため，特定優良賃貸住宅の家

賃補助等を引き続き行った。 

民 生 費 



 民生費は，618 億 9,394 万円の決算額となり，構成比は 18.2％となっている。 

  この主なものは，次のとおりである。 

① 安心して暮らせる健康福祉のまちを創るため，保健福祉施策の基本的な方向を示す総 

合保健福祉計画と児童・障害者・地域の各保健福祉推進計画を策定した。 

   また，高齢者・障害者等の福祉サービスを総合的かつ適切に提供できるよう，福祉総 合

情報オンラインシステムの開発を推進した。 

② 高齢者福祉については，介護保険制度の円滑な実施を図るため，介護予防や生活支援 

の観点から，高齢者が寝たきりなどの要介護状態に陥ったり，さらに悪化することのない

よう，新たに生活支援型ホームヘルプサービスや自立者対応デイサービスを開始したほか，

おむつ給付事業の利用対象者の拡大を図るなど在宅福祉サービスの充実を図るとともに，

高齢者の生きがいづくりの一環としてことぶき大学校を開校した。 

 また，社会福祉法人が設置する特別養護老人ホームやグループホーム等の整備に助成 

を行い，介護サービスの基盤整備の促進を図った。 

  さらに，いきいきプラザの整備については，若葉区が完成したほか，緑区で実施設計 を

行った。 

③  障害者福祉については，社会福祉法人が設置する障害者福祉施設の整備に助成を行う 

とともに，大宮学園改築整備の基本設計を行い，施設整備の促進を図った。 

 また，ホームヘルプサービスについては，重度の身体障害者を対象に 24 時間対応で  の

派遣及び精神障害者を対象としたモデル事業を実施したほか，重度身体障害者に対す  る

入浴サービスを拡充するなど，在宅サービスの充実を図った。 

 さらに，障害児（者）の日帰り又は一時預かりを行うレスパイトサービスを新たに実  施

したほか，桜木園にコーディネーターを配置し，地域の障害児（者）の家庭に出向き，各

種福祉サービスの利用支援を行う地域療育等支援事業を実施した。 

④ 児童福祉については，少子化に対応した子育て支援策として，乳幼児健康支援一時預 

かり事業を新たに中央区で実施したほか，子どもルームについて 17 か所の施設整備を行う

とともに，運営を市社会福祉協議会に委託し，児童の健全育成の充実を図った。 

 また，保育については，多様化する保育需要に対応するため，地域子育て支援センタ ー

及び地域交流事業の拡充を図ったほか，保育所入所待機児童の解消を図るため，市立保育

所及び私立保育園の定員の弾力化による受入枠の拡大や，誉田保育所の改築整備及び国の

「少子化対策臨時特例交付金」を活用した市立保育所・私立保育園の増改築工事を実施し，

定員の増を図った。 

 さらに，児童手当の支給対象を，国の制度改正に伴い小学校就学前児童まで拡大した ほ

か，増加する児童虐待に対応するため，児童相談所に新たに児童虐待対応協力員を配置し

た。このほか，妊婦や子育て中の家庭への情報提供を実施するため，「パパとママのあんし

んノート」を作成，配布した。 

教 育 費 



 教育費は，442 億 5,047 万 9 千円の決算額となり，構成比は 13.0％となっている。 

 この主なものは，次のとおりである。 

① 幼児教育の振興については，幼稚園の就園奨励を図るため，幼稚園就園奨励費補助を 

拡充するとともに，私立幼稚園に教材費を助成した。 

② 義務教育の充実については，平成 14 年度からの新教育課程への取り組みについて検 

討・研究を行うとともに，全小・中学校に教育用コンピューターを配置し，インターネッ

トの活用や教育情報，学習情報の提供及び学校間相互の通信を促進したほか，引き続き学

校への情報処理技術者の派遣並びに教育用ソフトウェアの整備・充実を図った。 

 また，国際理解教育推進のため，小・中学校に外国語指導助手を配置するとともに， 外

国人子女指導協力員を増員し，外国語教育の充実を図った。 

 学校図書館の充実については，全小学校に学校図書館指導員の配置を完了したほか，不

登校児童生徒の増加やいじめ問題に対応するため，教育相談活動やスクールカウンセ ラ

ー活用調査研究を行うとともに心の教室相談員を配置した。 

③ 教育環境の充実については，校舎改築事業として中学校 1 校の基本設計を行うほか 

に，大規模改造事業として，小学校 3校を改修した。また，小学校 8校及び中学校 3校の

耐震補強計画を策定したほか，小学校 7校及び中学校 4校の耐震補強実施設計を行うとと

もに，小学校 7校中学校 3校の耐震補強改修を行った。 

④ 高等学校教育の振興については，千葉高等学校において，光ファイバー網によるイン 

ターネット及び校内 LAN の活用方法を研究したほか，稲毛高等学校については，国際理解

教育の充実を図るため，引き続き海外語学研修派遣・受入を行った。 

⑤ 生涯学習の推進については，その拠点となる中央図書館・生涯学習センターが完成す 

るとともに，生涯学習情報提供システムを本格稼働させたほか，美浜図書館幕張新都心分

館（仮称）の開設準備を進め，轟公民館の改築工事に着手した。 

 また，青少年の健全育成の推進については，少年自然の家（仮称）の建設に向けて，敷

地造成工事及び進入路整備工事に着手するとともに，地区外排水路工事等を引き続き実施

した。 

⑥ 芸術・文化の振興については，市民オペラや市民芸術祭を開催するとともに，美術館 

開館５周年記念「菱川師宣展」や企画展・常設展を開催した。 

 また，郷土博物館の免震補強工事に着手した。  

⑦ 市民スポーツの振興については，スポーツへの関心と理解を深めるため，国際大型イ

ベントとして，「国際千葉駅伝」，「千葉国際クロスカントリー大会」等の支援を引き続き実

施した。 

 また，2002年FIFAワールドカップの公認キャンプ候補地として誘致活動を推進する と

ともに，稲毛海浜公園スポーツ施設球技場の整備を進めたほか，若葉区球技場（仮称）の

基本設計を実施した。 

衛 生 費 



  衛生費は，396 億 1,088 万 4 千円の決算額となり，構成比は 11.7％となっている。 

 この主なものは，次のとおりである。 

①  保健医療については，施策の基本的な指針となる保健医療計画を策定したほか，今後 

の健康づくり事業を推進するための基礎資料とするため，食生活実態調査を実施した。 

  老人保健については，在宅療養者のための訪問看護ステーションの整備に助成を行っ 

たほか，寝たきり予防・介護予防として，機能訓練の拡充等を行った。 

  精神保健福祉については，精神障害者移送の体制を整えたほか，精神障害者が世話人か

ら日常生活の援助を受けながら生活するグループホームに運営費の助成を行った。 

 母子保健については，助産婦等による新生児訪問指導及び思春期保健対策事業を拡充 

し，母子保健知識の普及及び保健指導等の推進を図った。 

 また，食品衛生対策については，食品衛生検査所市場検査室の移転改修工事を行うとと

もに，環境衛生対策として，住居衛生相談窓口を設置し，居住環境に係る指導・相談を行

った。このほか，市民の墓地需要に応えるため平和公園の拡充整備を推進するとともに，

新斎場会館の早期建設に向けて建物基本設計等を実施した。 

② 環境保全対策については，環境保全活動の推進を図るため，ISO14001 認証取得への 

取組みを行うとともに，環境基本計画の見直しの検討を行った。また，人と自然が共生で

きる良好な環境づくりを進めるため，谷津田いきものの里基本構想策定調査を行った。 

 大気保全対策については，有害大気汚染物質モニタリング調査及び微小粒子状物質の 

調査等を行ったほか，新たに環境ホルモンの環境調査及びベンゼンの排出抑制に係る調 

査を実施した。また，引き続き次期自動車公害防止計画の策定に向けた検討を進めたほか，

市域全体の騒音実態調査を行いサウンドマップを作成した。 

 ダイオキシン対策については，ダイオキシン類対策特別措置法に基づき，大気，水質土

壌の環境調査を行うとともに，工場，事業場の立入検査による規制・指導を行った。 

 水質保全対策については，水環境保全計画の推進を図るとともに生活排水対策推進計 

画の改定を行ったほか，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素等による地下水汚染対策として，浄

水器の設置補助及び上水道配水管布設補助を実施した。また，引き続き地下水浄化施設の

整備や水質等の環境ホルモンの環境調査を行った。 

③ 廃棄物対策については，資源循環型社会経済システムの新たな展開に対応するため， 

「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」の改定に係る基礎調査を行うとともに，ペットボト

ルの収集を拠点回収からステーション収集に移行し収集体制の充実を図ったほか，事業系

ごみについて，事業所の個別訪問を行い，適正処理の周知徹底を図った。 

 このほか，不燃ごみ，焼却灰等を処分するため，新内陸最終処分場の一部を供用開始す

るとともに，下田最終処分場の跡地利用のための基本計画を策定した。また，新港新清掃

工場の建設を引き続き推進し，さらに，不法投棄の抑制を図るため，夜間等の監視パトロ

ールを実施するとともに，産業廃棄物処理指導計画を定め，産業廃棄物の減量化及び適正

処理の推進を図った。 



総 務 費 

 総務費は，334 億 4,195 万 4 千円の決算額となり，構成比は 9.8％となっている。 

 この主なものは，次のとおりである。 

① 広報活動については，市民に市政情報をきめ細かく提供するため，市政だより等の広 

報紙誌の発行やテレビ・ラジオ広報番組の制作などを行った。 

②  国際化の推進については，姉妹都市提携 30 周年記念として，ノースバンクーバー市 

に公式訪問団及び市民親善訪問団を派遣したほか，アスンシオン市の公式訪問団の受入 

れを行った。また，引き続き各姉妹友好都市交流事業を実施した。 

③ 行政改革については，さらなる推進を図るため，事務事業を効率的・効果的に評価す 

る手法としての「千葉市事務事業評価システム」を構築した。 

④ 平成 13 年度を初年度とする新 5 か年計画については，新総合ビジョンに基づく第 1 

次の実施計画として，区民懇話会及び市民懇話会の意見等を踏まえ策定した。また，新 世

紀・市制施行 80 周年を記念し，世紀越えイベントをはじめとする様々な記念行事を実施し

たほか，区民意識を高めるために，各区のシンボルマークを制定した。 

⑤ 区行政の充実については，区民意識の醸成及び地域活性化を推進するため，区民まつ 

りなどの区民ふれあい事業を引き続き実施した。 

⑥ 違法駐車防止対策の推進については，違法駐車防止重点地域において，指導員による 

防止活動を引き続き実施した。また，駅周辺における放置自転車対策として，千葉都市モ

ノレール穴川駅前に自転車駐車場を整備するとともに，JR 検見川浜駅第 1自転車駐車場の

立体化整備に伴う基本・実施設計を実施した。また，さらに，交通事故による乳児の被害

を防止するため，1歳未満の乳児を対象に，ベビーシートの無料貸出を実施した。 

⑦ 都市防災体制の強化については，防災訓練を実施したほか，情報連絡体制の充実を図 

るため，広報無線を増設するとともに，引き続き非常用井戸及び防災備蓄品の整備に努め

た。 

⑧ 地域文化の振興については，個性豊かな新しい千葉文化の創造をめざし，街ににぎわ 

いをもたらす音楽フェスティバル「ベイサイドジャズ 2000 千葉」の開催を支援するととも

に，引き続き東京フィルハーモニー交響楽団との提携コンサートなどを開催したほか，市

民会館の耐震補強等改修工事の実施設計を行った。 

⑨ 男女共同参画の推進については，「ちば男女共同参画計画・ハーモニープラン 21」を 

策定したほか，男女共同参画社会の形成の活動拠点である女性センターにおいて，講座や

相談等，各種の事業を実施した。 

商 工 費 

 商工費は，192 億 8,364 万 5 千円の決算額となり，構成比は 5.7％となっている。 

 この主なものは，次のとおりである。 

① 中小企業への金融支援対策としては，引き続き厳しい経営環境にある中小企業に対し，

資金融資枠の拡充，開業育成資金の拡充，季節運転資金の融資利率の引き下げなど融資制



度の充実を図った。 

  また，新産業・技術支援対策として，企業などに蓄積された産業資源を活用し，新事業

の創出等，研究開発から事業展開にいたるまでの総合的支援体制について調査検討を行っ

た。 

② 商店街活性化対策として，わくわく商店街活性化推進事業の拡充を図るとともに，商 

店街の導入するポイントカード及び商店街が発行する期限付き商品券について引き続き 

助成を行った。 

③ 消費者行政の拠点としての消費生活センター・計量検査所複合施設の整備について 

は，千葉市版 PFI 手法により PFI 特定事業契約を締結し，事業に着手した。 

消 防 費 

 消防費は，123 億 6,511 万 1 千円の決算額となり，構成比は 3.6％となっている。 

 この主なものは，次のとおりである。 

① 消防力の強化については，中央消防署蘇我出張所の建替工事を実施するともに，花見  

川消防署建替のための基盤整備実施設計・建物基本設計等を行い，消防防災体制の充実・

強化を図った。また，活動用資機材の増強や老朽車両の更新等を図るとともに救急救命士

の養成及び大規模災害対応用の備蓄品を整備し，救急救助体制の強化を図った。 

そ の 他 

① 農林水産業費については，都市型農林業の定着をめざし，効率的かつ安定的な経営体 

を育成するため，農用地の利用集積を推進するほか，土地基盤や生産近代化機械・施設等

の整備及び流通体制の強化を図った。また，今後 10 年間の農林業振興の総合的指針となる

農業基本計画等を策定した。 

 さらに，都市と農業・農村の交流活動を支援し，地域の活性化を図るため，いずみグリ

ーンビレッジ構想の基本計画等を策定した。 

② 労働費については，雇用の安定及び促進を図るため，職業相談施設の運営協力等を行 

ったほか，中小企業に働く勤労者の福祉の向上等を図るため，共済給付や福利厚生などを

総合的に行う勤労者福祉サービスセンター事業を推進した。 

 また，雇用・就業機会の創出を図るため，中高年者を対象に引き続きパソコン教室を 開

催した。 

３  一般会計の財政構造 

 (1) 歳  入 

 自主財源は，2,175 億 1,965 万 9 千円の決算額となり，構成比は 62.6%，対前年度伸び率

は，1.8%の減となっている。 

 これは，繰入金で少子化対策基金や市債管理基金からの繰入額が増加したことにより，

前年度に比べ 112.1％の増，諸収入で街路整備の受託事業費収入が増加したことにより，

前年度に比べ 7.5％の増となったものの，自主財源の大宗をしめる市税が，個人市民税や

固定資産税等の減収により，前年度に比べ 2.3％の減となったこと，また，繰越金が繰越



事業費の減少により，前年度に比べ 21.2％の減となったことによるものである。 

  一方，依存財源は，1,296 億 9,654 万 6 千円の決算額となり，構成比は 37.4%，対前年度

伸び率は，7.8％の減となっている。 

 これは，利子割交付金で高利率の郵便貯金が満期を迎えたことにより，前年度に比べ

256.8％の増，地方特例交付金で恒久的減税額が増加したことにより，前年度に比べ 33.8％

の増となったものの，市債が中学校用地買収費の減等から，前年度に比べ 15.7％の減とな

ったこと，また，国庫支出金が介護円滑導入臨時特例交付金の皆減や千葉中央港地区にお

ける土地区画整理事業費収入の減等により，前年度に比べ 18.0％の減となったことなどに

よるものである。 

  この結果，自主財源の構成比は，前年度の 61.1％に比べ 1.5 ポイント上昇し，依存財源

の構成比は，前年度の 38.9％に比べ 1.5 ポイント低下した。 

 (2) 歳  出 

  義務的経費は，1,360 億 3,915 万 3 千円の決算額となり，構成比は 40.0％，対前年度伸

び率は，0.8％の減となっている。 

 これは，公債費が市債発行に伴う元利償還金の増加により，前年度に比べ 4.2％の増と

なったものの，扶助費が介護保険制度の導入により老人福祉施設措置費等が特別会計へ移

行したことにより，前年度に比べ 8.1％の減となったことによるものである。なお，人件

費については，退職手当が増となったものの，期末手当を削減する給与改定が行われたこ

とにより，前年度に比べ若干の減となっている。 

  投資的経費は，909 億 1,002 万 9 千円の決算額となり，構成比は 26.8％，対前年度伸び

率は，6.9％の減となっている。 

 これは，普通建設事業費の単独事業費が，新港新清掃工場の用地買収の完了や小中学校

用地取得の減少により，前年度に比べ 11.0％の減となったことによるものである。なお，

補助事業費については，新港新清掃工場の整備を推進したものの，千葉中央港地区土地区

画整理事業等が減となったことにより，前年度に比べ若干の減となっている。 

 また，その他の経費は 1,129 億 3,997 万 4 千円の決算額となり，構成比は 33.2％，対前

年度伸び率は，5.7％の減となった。 

 これは，繰出金で新設された介護保険事業特別会計への繰出金が皆増となったものの，

積立金で介護保険円滑導入基金及び少子化対策基金への積み立てが皆減となったこと，ま

た，補助費等で地域振興券の交付事業が完了したことにより減となったものである。 

 この結果，義務的経費の構成比は，前年度の 38.7％から 1.3 ポイント上昇し，投資的経

費の構成比は，前年度の 27.5％から 0.7 ポイント低下した。 

 

４  特別会計決算の概要 

 特別会計（企業会計の病院事業，下水道事業及び水道事業を除く。）16 会計については，

最終予算額 2,259 億 3,954 万 7 千円に対し，歳入決算額は 2,168 億 1,792 万 2 千円で，収



入割合は 96.0％，歳出決算額は 2,123 億 9,222 万 3 千円で，支出割合は 94.0％となった。 

(1) 国民健康保険事業特別会計の決算額は，歳入歳出それぞれ 495 億 1,179 万 7 千円とな 

っている。 

 歳入については，国民健康保険料が 200 億 3,036 万 7 千円，国庫支出金が療養給付費 等

負担金や財政調整交付金等で 155 億 7,592 万 1 千円の決算額となった。 

 歳出については，療養給付費が延べ 2,303,979 件で，292 億 3,358 万 7 千円，高額療養

費が延べ 30,147 件で，26 億 6,768 万 6 千円の決算額となったほか，老人医療費拠出金に

ついては，121 億 5,562 万 2 千円，また介護保険制度の導入により新設された介護納付 金

については，24 億 9,545 万 1 千円の決算額となった。 

(2) 老人保健医療事業特別会計の決算額は，歳入が 436 億 6,166 万 7 千円，歳出が 433 億

7,900 万 8 千円となっている。 

 歳入については，社会保険診療報酬支払基金からの医療費交付金が 303 億 9,578 万  3

千円，国・県からの医療費負担金が 109 億 2,394 万 9 千円の決算額となった。 

 歳出については，老人保健医療費が受給者証交付者数 67,058 人，受診件数延べ 

1,786,097 件で，431 億 8,087 万 4 千円の決算額となった。 

(3) 競輪事業特別会計の決算額は，歳入が 252 億 9,295 万 6 千円，歳出が 229 億 3,442 万

円 となっている。 

 歳入については，市営競輪 12 回の開催や施設改善競輪 1回の開催により，勝者投票 券

売上金が 214 億 3,716 万 1 千円となった。 

 歳出については，競輪場施設の補修修繕などを実施し，施設環境の改善を図った。 

(4) 介護保険事業特別会計の決算額は，歳入が 164 億 6,623 万 9 千円，歳出が 147 億 9,254

万 1 千円となっている。  

  歳入については，社会保険診療報酬支払基金から介護給付費交付金が 44 億 9,506 万円，  

介護保険円滑導入基金からの繰入金が 31 億 1,724 万円，国・県からの介護給付費負担金が

46 億 2,782 万 5 千円の決算額となった。 

  歳出については，保険給付費が延べ 179,889 件で，131 億 325 万 5 千円の決算額となっ 

たほか，介護給付準備基金への積立が 4億 42 万 8 千円の決算額となった。    


